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【参考資料１】福島県内の下水処理副次産物の当面の取扱いに関する考え方について 
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【参考資料２】放射性物質が検出された上下水処理等副次産物の当面の取扱いに関する

考え方について 
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【参考資料３】下水処理場の放射性物質の挙動調査結果 

 

表資 3-1 掲載図一覧 

 処理場 調査日 図番号

挙動調査結果 
（グラブサンプリング） 

A  6月 30日 ① 
B  7月 1日 ② 
C  7月 4日 ③ 
D  7月 5日 ④ 

降雨状況 
（A,B処理場） 

A  7月 4－5日 ⑤ 
B  ⑥ 

挙動調査結果 
（コンポジット） 

A  1回目 7月 4－5日 ⑦ 
A(濃度 ND) ⑧ 
A  2回目 8月 30－31日 ⑨ 
A(濃度 ND) ⑩ 
B  1回目 7月 4－5日 ⑪ 
B(濃度 ND) ⑫ 
B  2回目 9月 15－16日 ⑬ 
B(濃度 ND) ⑭ 
C  1回目 7月 7－8日 ⑮ 
D 1回目 7月 7－8日 ⑯ 
E  1回目 7月 7－8日 ⑰ 
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流入下水

最初沈殿池

沈砂池

生物反応
タンク

最終沈殿池 消毒 放流水

生汚泥

返送汚泥

余剰汚泥

濃縮

脱水（脱水分離液）

（濃縮分離液）

脱水汚泥

返流水

①

②
③

④

⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

① (63)
131I ND
134Cs 13
137Cs 19

②（144）
131I ND
134Cs 33
137Cs 40

④ (90)
131I ND
134Cs 4,400
137Cs 4,900

③ (108)
131I ND
134Cs 27
137Cs 28

⑥ (30)
131I ND
134Cs 8
137Cs 8

⑨(0.2)
131I ND
134Cs 20
137Cs 37

⑪ (4)
131I ND
134Cs 190
137Cs 210

⑤
131I ND
134Cs 200
137Cs 200

⑦
131I ND
134Cs 550
137Cs 570

⑧ (69)
131I ND
134Cs  2,900
137Cs  3,300

⑩ (100)
131I ND
134Cs  37,000
137Cs  42,000

(70)
131I ND
134Cs 550
137Cs 570

A処理場
グラブサンプリング平成23年6月30日下水処理場の放射性物質の挙動

（注）グラブサンプリング（ある１時点
での試料採取）による調査結果に基
づき、調査時点での濃度と流量等か
ら、放射性物質の移動量を試算し、挙
動として示している。

時間的なばらつき等があるため、放
射性物質の収支はとれていない。

① (63)
131I ND
134Cs 13
137Cs 19

凡例

各プロセスでの１日あたりの放射
能の移動量（Bq/d） を、
放射能濃度（Bq/kg） ×
１日あたりの流量・発生量（kg/d）
として計算し、

脱水汚泥の１日あたりの放射能の
移動量（排出量）を100とした場合
の、各プロセスの放射能の移動量
の相対値を示す。

放射能濃度
（Bq/kg）

（参考）管理型処分
場の処理水等濃度
限度＊

134Cs 60 Bq/L
137C3 90 Bq/L
割合の和が1以下

＊管理型処分場の
処理水濃度限度
（実用発電用原子炉
の設置、運転等に関
する規則の規定に基
づく線量限度等を定
める告示（平成13年
経済産業省告示第
187号）第9条に定め
る濃度限度（周辺監
視区域の外側の境界
における水中の濃度）  

流入下水

最初沈殿池

沈砂池

生物反応
タンク

最終沈殿池 消毒 放流水

生汚泥

返送汚泥

余剰汚泥

濃縮

脱水（脱水分離液）

（濃縮分離液）

返流水

①

②
③

④

⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

① (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

② (530)
131I ND
134Cs 10
137Cs 13

④ (29)
131I ND
134Cs  67
137Cs 87

③ (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

⑥ (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs   ND

⑨ (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

⑪ (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

⑤
131I ND
134Cs 66
137Cs 86

⑦
131I ND
134Cs 72
137Cs 100

⑧ (66)
131I ND
134Cs  200
137Cs  200

⑩ (100)
131I 83
134Cs  2,600
137Cs  3,000

(78)
131I ND
134Cs 72
137Cs 100

B 処理場

洗浄排水 (2)
131I 94
134Cs 470
137Cs 500

（注）グラブサンプリング（ある１時点
での試料採取）による調査結果に基
づき、調査時点での濃度と流量等か
ら、放射性物質の移動量を試算し、挙
動として示している。

時間的なばらつき等があるため、放
射性物質の収支はとれていない。

① (63)
131I ND
134Cs 13
137Cs 19

凡例

各プロセスでの１日あたりの放射
能の移動量（Bq/d） を、
放射能濃度（Bq/kg） ×
１日あたりの流量・発生量（kg/d）
として計算し、

脱水汚泥の１日あたりの放射能の
移動量（排出量）を100とした場合
の、各プロセスの放射能の移動量
の相対値を示す。

放射能濃度
（Bq/kg）

脱水汚泥

下水処理場の放射性物質の挙動 グラブサンプリング平成23年7月1日

 

図資 3-1(1/2) グラブサンプリングによる下水処理場の放射性物質の挙動調査結果 

（上段：Ａ処理場、下段：Ｂ処理場） 
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流入下水

最初沈殿池

沈砂池

生物反応
タンク

最終沈殿池 消毒 放流水

生汚泥

返送汚泥

余剰汚泥

濃縮

脱水（脱水分離液）

（濃縮分離液）

返流水

①

②
③

④

⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

① (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

② (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

④ (ND)
131I ND
134Cs   ND
137Cs  ND

③ (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

⑥ (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

⑨ (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

⑪ (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

⑤
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

⑦
131I ND
134Cs 21
137Cs 25

⑧ (166)
131I ND
134Cs  100
137Cs  130

⑩ (100)
131I ND
134Cs  570
137Cs  620

(115)
131I ND
134Cs 21
137Cs 25

C 処理場

（注）グラブサンプリング（ある１時点
での試料採取）による調査結果に基
づき、調査時点での濃度と流量等か
ら、放射性物質の移動量を試算し、挙
動として示している。

時間的なばらつき等があるため、放
射性物質の収支はとれていない。

① (63)
131I ND
134Cs 13
137Cs 19

凡例
各プロセスでの１日あたりの放射
能の移動量（Bq/d） を、
放射能濃度（Bq/kg） ×
１日あたりの流量・発生量（kg/d）
として計算し、

脱水汚泥の１日あたりの放射能の
移動量（排出量）を100とした場合
の、各プロセスの放射能の移動量
の相対値を示す。

放射能濃度
（Bq/kg）

脱水汚泥

下水処理場の放射性物質の挙動 グラブサンプリング平成23年7月4日

 

流入下水

最初沈殿池

沈砂池

生物反応
タンク

最終沈殿池 消毒 放流水

生汚泥

返送汚泥

余剰汚泥

濃縮

脱水（脱水分離液）

（濃縮分離液）

脱水汚泥

返流水

①

②
③

④

⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪⑪ (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

⑩ (100)
131I ND
134Cs  200
137Cs  230

D 処理場

① (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

② (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

④ (395)
131I ND
134Cs   26
137Cs   36

③ (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

⑥ (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

⑨ (893)
131I ND
134Cs 25
137Cs 30

⑤
131I ND
134Cs 9
137Cs 11

⑦
131I ND
134Cs 12
137Cs 20

⑧ (107)
131I ND
134Cs  13
137Cs  25

(406)
131I ND
134Cs 12
137Cs 20

洗浄排水 (ND)
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

下水処理場の放射性物質の挙動

（注）グラブサンプリング（ある１時点
での試料採取）による調査結果に基
づき、調査時点での濃度と流量等か
ら、放射性物質の移動量を試算し、挙
動として示している。

時間的なばらつき等があるため、放
射性物質の収支はとれていない。

① (63)
131I ND
134Cs 13
137Cs 19

凡例
各プロセスでの１日あたりの放射
能の移動量（Bq/d） を、
放射能濃度（Bq/kg） ×
１日あたりの流量・発生量（kg/d）
として計算し、

脱水汚泥の１日あたりの放射能の
移動量（排出量）を100とした場合
の、各プロセスの放射能の移動量
の相対値を示す。

放射能濃度
（Bq/kg）

グラブサンプリング平成23年7月5日

 

図資 3-1(2/2) グラブサンプリングによる下水処理場の放射性物質の挙動調査結果 

（上段：Ｃ処理場、下段：Ｄ処理場） 
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通日試験（7月実施）の結果を以下に示す。貯留等による時間遅れの影響があるため、濃縮・脱水周り

の収支は一致していない。また、A、B処理場は降雨の影響が含まれる。 
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時刻

10 13 16 19 1 4 7 1022

7月4日 7月5日

サンプリング開始

一時的な降雨
（コンポジットに加えず）

サンプリング終了
（直後に降雨）

雨
量
（
m
m
）

 
図資 3-2(1/2) Ａ処理場での平成 23年 7月の第 1回目コンポジット調査時の降雨状況  
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図資 3-2(1/2) B処理場での平成 23年 7月の第 1回目コンポジット調査時の降雨状況  
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流入下水

最初沈殿池

沈砂池

生物反応
タンク

最終沈殿池 消毒 放流水

返送汚泥

濃縮

脱水（脱水分離液）

（濃縮分離液）

脱水汚泥

返流水

①

②
③ ⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

④ 29
131I ND
134Cs 3,160
137Cs 3,617

⑨3(1.9/1.1)
131I ND
134Cs 56.1 (37.2/18.9)
137Cs 65.5 (39.2/26.3)

⑪ 7.3(6/1.3)
131I ND
134Cs 427.4 (352.4/75.0)
137Cs 443.4 (361.1/82.3)

⑦
131I ND
134Cs 284
137Cs 336

⑧ 39
131I ND
134Cs  1,945
137Cs  2,208

⑩ 100
131I ND
134Cs  38,809
137Cs  42,866

23
131I ND
134Cs 284
137Cs 336

（参考）管理型処分
場の処理水等濃度
限度＊

134Cs 60 Bq/L
137Cs 90 Bq/L
割合の和が1以下

＊管理型処分場の
処理水濃度限度
（実用発電用原子炉
の設置、運転等に関
する規則の規定に基
づく線量限度等を定
める告示（平成13年
経済産業省告示第
187号）第9条に定め
る濃度限度（周辺監
視区域の外側の境界
における水中の濃度）

下水処理場の放射性物質の挙動

A処理場

混合汚泥
余剰汚泥

④

① 45(31/14)
131I ND
134Cs 11.2(7.7/3.5)
137Cs 13.1(9.1/4.0)

② 54(35/19)
131I ND
134Cs 13.3 (9.0/4.3)
137Cs 15.3 (9.5/5.8)

③ 70(48/22)
131I ND
134Cs 18.0 (12.5/5.5)
137Cs 19.0 (12.7/6.3)

⑥ 24(2/22)
131I ND
134Cs 6.0 (0.5/5.5)
137Cs 7.2 (0.7/6.5)

⑤
131I ND
134Cs 98.4 (92.5/5.9)
137Cs 100.5 (93.7/6.8)

① 53(34/19)
131I ND
134Cs 13.3(9.0/4.3)
137Cs 15.3 (9.1/4.0)

凡例

各プロセスでの１日あたりの放射
能の移動量（Bq/d） を、
放射能濃度（Bq/kg） ×
１日あたりの流量・発生量（kg/d）
として計算し、

脱水汚泥の１日あたりの放射能の
移動量（排出量）を100とした場合
の、各プロセスの放射能の移動量
の相対値（SS/ろ液）を示す。

放射能
濃度
（Bq/kg）

（SS中に含まれる放射能濃度/
ろ液中に含まれる放射能濃度）

コンポジット調査1回目（平成23年7月4-5日）

 

流入下水

最初沈殿池

沈砂池

生物反応
タンク

最終沈殿池 消毒 放流水

返送汚泥

濃縮

脱水（脱水分離液）

（濃縮分離液）

脱水汚泥

返流水

①

②
③ ⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

④ 29
131I <66
134Cs 3,160
137Cs 3,617

⑨3(1.9/1.1)
131I <4.9
134Cs 56.1 (37.2/18.9)
137Cs 65.5 (39.2/26.3)

⑪ 7.3(6/1.3)
131I <9.6
134Cs 427.4 (352.4/75.0)
137Cs 443.4 (361.1/82.3)

⑦
131I <22
134Cs 284
137Cs 336

⑧ 39
131I <54
134Cs  1,945
137Cs  2,208

⑩ 100
131I <233
134Cs  38,809
137Cs  42,866

23
131I <22
134Cs 284
137Cs 336

（参考）管理型処分
場の処理水等濃度
限度＊

134Cs 60 Bq/L
137Cs 90 Bq/L
割合の和が1以下

＊管理型処分場の
処理水濃度限度
（実用発電用原子炉
の設置、運転等に関
する規則の規定に基
づく線量限度等を定
める告示（平成13年
経済産業省告示第
187号）第9条に定め
る濃度限度（周辺監
視区域の外側の境界
における水中の濃度）

下水処理場の放射性物質の挙動（参考）

A処理場

混合汚泥
余剰汚泥

④

① 45(31/14)
131I <3.0
134Cs 11.2(7.7/3.5)
137Cs 13.1(9.1/4.0)

② 54(35/19)
131I <2.9
134Cs 13.3 (9.0/4.3)
137Cs 15.3 (9.5/5.8)

③ 70(48/22)
131I <3.3
134Cs 18.0 (12.5/5.5)
137Cs 19.0 (12.7/6.3)

⑥ 24(2/22)
131I <3.0
134Cs 6.0 (0.5/5.5)
137Cs 7.2 (0.7/6.5)

⑤
131I <4.5
134Cs 98.4 (92.5/5.9)
137Cs 100.5 (93.7/6.8)

① 53(34/19)
131I ND
134Cs 13.3(9.0/4.3)
137Cs 15.3 (9.1/4.0)

凡例

各プロセスでの１日あたりの放射
能の移動量（Bq/d） を、
放射能濃度（Bq/kg） ×
１日あたりの流量・発生量（kg/d）
として計算し、

脱水汚泥の１日あたりの放射能の
移動量（排出量）を100とした場合
の、各プロセスの放射能の移動量
の相対値（SS/ろ液）を示す。

放射能
濃度
（Bq/kg）

（SS中に含まれる放射能濃度/
ろ液中に含まれる放射能濃度）

放射能濃度がNDの場合に
検出下限値を示した参考図

コンポジット調査1回目（平成23年7月4-5日）

 
図資 3-3(1/6) コンポジットサンプリングによる A処理場の放射性物質の挙動調査結果 
（1回目調査。下段は放射能濃度が NDの場合に検出下限値を示した参考図） 
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流入下水

最初沈殿池

沈砂池

生物反応
タンク

最終沈殿池 消毒 放流水

返送汚泥

濃縮

脱水（脱水分離液）

（濃縮分離液）

脱水汚泥

返流水

①

②
③ ⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

④ 194
131I ND
134Cs 760
137Cs 920

⑨11.5(10/1.5)
131I ND
134Cs 41.7 (36/5.7)
137Cs 45.3 (40/5.3)

⑪ 31.9(29/2.9)
131I ND
134Cs 109.3 ( 100/9.3)
137Cs 111 (100/11)

⑦
131I ND
134Cs 150
137Cs 190

⑧ 216
131I ND
134Cs  660
137Cs  800

⑩ 100
131I ND
134Cs  10,000
137Cs  12,000

129
131I ND
134Cs 150
137Cs 190

（参考）管理型処分
場の処理水等濃度
限度＊

134Cs 60 Bq/L
137Cs 90 Bq/L
割合の和が1以下

＊管理型処分場の
処理水濃度限度
（実用発電用原子炉
の設置、運転等に関
する規則の規定に基
づく線量限度等を定
める告示（平成13年
経済産業省告示第
187号）第9条に定め
る濃度限度（周辺監
視区域の外側の境界
における水中の濃度）

下水処理場の放射性物質の挙動

A処理場

混合汚泥
余剰汚泥

④

① 54(25/29)
131I ND
134Cs 2.6 (1.0/1.6)
137Cs 2.4 (1.3/1.1)

② 283(183/99)
131I ND
134Cs 12.4(7.9/4.5)
137Cs 13.2(8.7/4.5)

③ 259(176/83)
131I ND
134Cs 10.4 (7.2/3.2)
137Cs 12.5 (8.4/4.1)

⑥ 86(0/86)
131I ND
134Cs 2.5 (ND/2.5)
137Cs 5.4 (ND/5.4)

⑤
131I ND
134Cs 30.9 (28/2.9)
137Cs 34.8 (31/3.8)

① 53(34/19)
131I ND
134Cs 13.3(9.0/4.3)
137Cs 15.3 (9.1/4.0)

凡例

各プロセスでの１日あたりの放射
能の移動量（Bq/d） を、
放射能濃度（Bq/kg） ×
１日あたりの流量・発生量（kg/d）
として計算し、

脱水汚泥の１日あたりの放射能の
移動量（排出量）を100とした場合
の、各プロセスの放射能の移動量
の相対値（SS/ろ液）を示す。

放射能
濃度
（Bq/kg）

（SS中に含まれる放射能濃度/
ろ液中に含まれる放射能濃度）

コンポジット調査2回目（平成23年8月30-31日）

 

流入下水

最初沈殿池

沈砂池

生物反応
タンク

最終沈殿池 消毒 放流水

返送汚泥

濃縮

脱水（脱水分離液）

（濃縮分離液）

脱水汚泥

返流水

①

②
③ ⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

④ 194
131I <19
134Cs 760
137Cs 920

⑨11.5(10/1.5)
131I <2.2
134Cs 41.7 (36/5.7)
137Cs 45.3 (40/5.3)

⑪ 31.9(29/2.9)
131I <3.1
134Cs 109.3 ( 100/9.3)
137Cs 111 (100/11)

⑦
131I <8.8
134Cs 150
137Cs 190

⑧ 216
131I <17
134Cs  660
137Cs  800

⑩ 100
131I <68
134Cs  10,000
137Cs  12,000

129
131I <8.8
134Cs 150
137Cs 190

（参考）管理型処分
場の処理水等濃度
限度＊

134Cs 60 Bq/L
137Cs 90 Bq/L
割合の和が1以下

＊管理型処分場の
処理水濃度限度
（実用発電用原子炉
の設置、運転等に関
する規則の規定に基
づく線量限度等を定
める告示（平成13年
経済産業省告示第
187号）第9条に定め
る濃度限度（周辺監
視区域の外側の境界
における水中の濃度）

下水処理場の放射性物質の挙動（参考）

放射能濃度がNDの場合に
検出下限値を示した参考図

A処理場

混合汚泥
余剰汚泥

④

① 54(25/29)
131I <1.5
134Cs 2.6 (1.0/1.6)
137Cs 2.4 (1.3/1.1)

② 283(183/99)
131I <1.9
134Cs 12.4(7.9/4.5)
137Cs 13.2(8.7/4.5)

③ 259(176/83)
131I <1.9
134Cs 10.4 (7.2/3.2)
137Cs 12.5 (8.4/4.1)

⑥ 86(0/86)
131I <1.7
134Cs 2.5 (<0.3/2.5)
137Cs 5.4 (<0.3/5.4)

⑤
131I <2.0
134Cs 30.9 (28/2.9)
137Cs 34.8 (31/3.8)

① 53(34/19)
131I ND
134Cs 13.3(9.0/4.3)
137Cs 15.3 (9.1/4.0)

凡例

各プロセスでの１日あたりの放射
能の移動量（Bq/d） を、
放射能濃度（Bq/kg） ×
１日あたりの流量・発生量（kg/d）
として計算し、

脱水汚泥の１日あたりの放射能の
移動量（排出量）を100とした場合
の、各プロセスの放射能の移動量
の相対値（SS/ろ液）を示す。

放射能
濃度
（Bq/kg）

（SS中に含まれる放射能濃度/
ろ液中に含まれる放射能濃度）

コンポジット調査2回目（平成23年8月30-31日）

 
図資 3-3(2/6) コンポジットサンプリングによる A処理場の放射性物質の挙動調査結果 
（2回目調査。下段は放射能濃度が NDの場合に検出下限値を示した参考図） 
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流入下水

最初沈殿池

沈砂池

生物反応
タンク

最終沈殿池 消毒 放流水

生汚泥

返送汚泥

余剰汚泥

濃縮

脱水（脱水分離液）

（濃縮分離液）

返流水

①

②
③

④

⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

④ 116
131I ND
134Cs  189
137Cs 215

⑤
131I ND
134Cs 63
137Cs 72

⑦
131I ND
134Cs 117
137Cs 148

⑧ 205
131I ND
134Cs  433
137Cs  493

⑩ 100
131I ND
134Cs  4,786
137Cs  5,221

112
131I ND
134Cs 117
137Cs 148

B 処理場

脱水汚泥

下水処理場の放射性物質の挙動

① 554(484/70)
131I ND
134Cs 11.1 (9.6/1.5)
137Cs 12.0 (10.6/1.4)

②
861(708/153)
131I ND
134Cs 16.9(13.8/3.1)
137Cs 18.0(14.9/3.1)

③ 178(151/27)
131I ND
134Cs 4.0 (2.9/1.1)
137Cs 3.3(3.3/ND)

⑥ND
131I ND
134Cs ND
137Cs   ND

⑨ 8.0(4.6/3.4)
131I ND
134Cs 7.5(4.6/2.9)
137Cs 8.9(4.8/4.1)

⑪ 1.6(1.1/0.5)
131I ND
134Cs 4.2 (2.9/1.3)
137Cs 3.6 (2.3/1.3)

洗浄排水
0.19(0.13/0.06)
131I 18.1(ND/18.1)
134Cs 17.8(12/5.8)
137Cs 19.7(13.2/6.5)

① 53(34/19)
131I ND
134Cs 13.3(9.0/4.3)
137Cs 15.3 (9.1/4.0)

凡例

各プロセスでの１日あたりの放射
能の移動量（Bq/d） を、
放射能濃度（Bq/kg） ×
１日あたりの流量・発生量（kg/d）
として計算し、

脱水汚泥の１日あたりの放射能の
移動量（排出量）を100とした場合
の、各プロセスの放射能の移動量
の相対値（SS/ろ液）を示す。

放射能
濃度
（Bq/kg）

（SS中に含まれる放射能濃度/
ろ液中に含まれる放射能濃度）

コンポジット調査1回目（平成23年7月4-5日）

 

流入下水

最初沈殿池

沈砂池

生物反応
タンク

最終沈殿池 消毒 放流水

生汚泥

返送汚泥

余剰汚泥

濃縮

脱水（脱水分離液）

（濃縮分離液）

返流水

①

②
③

④

⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

④ 116
131I <18
134Cs  189
137Cs 215

⑤
131I <14
134Cs 63
137Cs 72

⑦
131I <17
134Cs 117
137Cs 148

⑧ 205
131I <29
134Cs  433
137Cs  493

⑩ 100
131I <86
134Cs  4,786
137Cs  5,221

112
131I <17
134Cs 117
137Cs 148

脱水汚泥

下水処理場の放射性物質の挙動（参考）

① 554(484/70)
131I <3.0(<0.9/<2.1)
134Cs 11.1 (9.6/1.5)
137Cs 12.0 (10.6/1.4)

② 861(708/153)
131I <4.0(<0.9/<3.1)
134Cs 16.9(13.8/3.1)
137Cs 18.0(14.9/3.1)

③ 178(151/27)
131I <3.4(<0.6/<2.8)
134Cs 4.0 (2.9/1.1)
137Cs 3.3(3.3/<0.9)

⑥ND
131I <3.3(<0.4/<2.9)
134Cs <1.2(<0.3/<0.9)
137Cs   <1.2(<0.3/<0.9)

⑨ 8.0(4.6/3.4)
131I <5.1(<1.1/<4.0)
134Cs 7.5(4.6/2.9)
137Cs 8.9(4.8/4.1)

⑪ 1.6(1.1/0.5)
131I <3.5(<0.6/<2.9)
134Cs 4.2 (2.9/1.3)
137Cs 3.6 (2.3/1.3)

洗浄排水
0.19(0.13/0.06)
131I 18.1(<1.0/18.1)
134Cs 17.8(12/5.8)
137Cs 19.7(13.2/6.5)

① 53(34/19)
131I ND
134Cs 13.3(9.0/4.3)
137Cs 15.3 (9.1/4.0)

凡例

各プロセスでの１日あたりの放射
能の移動量（Bq/d） を、
放射能濃度（Bq/kg） ×
１日あたりの流量・発生量（kg/d）
として計算し、

脱水汚泥の１日あたりの放射能の
移動量（排出量）を100とした場合
の、各プロセスの放射能の移動量
の相対値（SS/ろ液）を示す。

放射能
濃度
（Bq/kg）

（SS中に含まれる放射能濃度/
ろ液中に含まれる放射能濃度）

放射能濃度がNDの場合に
検出下限値を示した参考図

B処理場

コンポジット調査1回目（平成23年7月4-5日）

 
図資 3-3(3/6) コンポジットサンプリングによる B処理場の放射性物質の挙動調査結果 
（1回目調査。下段は放射能濃度が NDの場合に検出下限値を示した参考図） 
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流入下水

最初沈殿池

沈砂池

生物反応
タンク

最終沈殿池 消毒 放流水

生汚泥

返送汚泥

余剰汚泥

濃縮

脱水（脱水分離液）

（濃縮分離液）

返流水

①

②
③

④

⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

④ 95
131I ND
134Cs  44.42
137Cs 54.77

⑤
131I ND
134Cs 1.6(1.6/ND)
137Cs 2.2(2.2/ND)

⑦
131I ND
134Cs 11.20
137Cs 16.32

⑧ 106
131I ND
134Cs  65.43
137Cs  81.74

⑩ 100
131I ND
134Cs  846.5
137Cs  1,000.5

39
131I ND
134Cs 11.20
137Cs 16.32

B 処理場

脱水汚泥

下水処理場の放射性物質の挙動

① 112(112/ND)
131I ND
134Cs 0.7 (0.7/ND)
137Cs 1.0 (1.0/ND)

②ND
131I ND
134Cs ND
137Cs ND

③ 13(13/ND)
131I ND
134Cs 0.2 (0.2/ND)
137Cs ND

⑥ND
131I ND
134Cs ND
137Cs   ND

⑨ 3.1(3.1/ND)
131I ND
134Cs 0.7 (0.7/ND)
137Cs 1.2 (1.2/ND)

⑪ 0.6(0.6/ND)
131I ND
134Cs 0.4 (0.4/ND)
137Cs 0.5 (0.5/ND)

洗浄排水
1.1(1.0/0.1)
131I 4.8(ND/4.8)
134Cs 28.3(27/1.3)
137Cs 34.9(33/1.9)

① 53(34/19)
131I ND
134Cs 13.3(9.0/4.3)
137Cs 15.3 (9.1/4.0)

凡例

各プロセスでの１日あたりの放射
能の移動量（Bq/d） を、
放射能濃度（Bq/kg） ×
１日あたりの流量・発生量（kg/d）
として計算し、

脱水汚泥の１日あたりの放射能の
移動量（排出量）を100とした場合
の、各プロセスの放射能の移動量
の相対値（SS/ろ液）を示す。

放射能
濃度
（Bq/kg）

（SS中に含まれる放射能濃度/
ろ液中に含まれる放射能濃度）

コンポジット調査2回目（平成23年9月15-16日）

 

流入下水

最初沈殿池

沈砂池

生物反応
タンク

最終沈殿池 消毒 放流水

生汚泥

返送汚泥

余剰汚泥

濃縮

脱水（脱水分離液）

（濃縮分離液）

返流水

①

②
③

④

⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

④ 95
131I <6.87
134Cs  44.42
137Cs 54.77

⑤
131I <3.3(<0.5/<2.8)
134Cs 1.6(1.6/<1.3)
137Cs 2.2(2.2/<1.6)

⑦
131I <7.37
134Cs 11.20
137Cs 16.32

⑧ 106
131I <8.04
134Cs  65.43
137Cs  81.74

⑩ 100
131I <18.93
134Cs  846.5
137Cs  1,000.5

39
131I <7.37
134Cs 11.20
137Cs 16.32

脱水汚泥

下水処理場の放射性物質の挙動（参考）

① 112(112/<151)
131I <1.7(<0.3/<1.4)
134Cs 0.7 (0.7/<1.5)
137Cs 1.0 (1.0/<0.8)

② <156(<27/<129)
131I <1.4(<0.3/<1.1)
134Cs <1.3(<0.2/<1.1)
137Cs <1.0(<0.2/<0.8)

③ 13(13/<107)
131I <1.6(<0.3/<1.3)
134Cs 0.2(0.2/<0.7)
137Cs <1.2(<0.3/<0.9)

⑥ <145(<33/<112)
131I <1.4(<0.3/<1.1)
134Cs <1.2(<0.3/<0.9)
137Cs   <1.0(<0.2/<0.8)

⑨ 3.1(3.1/<3.1)
131I <1.7(<0.4/<1.3)
134Cs 0.7 (0.7/<1.0)
137Cs 1.2 (1.2/<0.9)

⑪ 0.6(0.6/<1.0)
131I <1.7(<0.3/<1.4)
134Cs 0.4 (0.4/<0.7)
137Cs 0.5 (0.5/<0.8)

洗浄排水
1.1(1.0/0.1)
131I 4.8(<0.9/4.8)
134Cs 28.3(27/1.3)
137Cs 34.9(33/1.9)

① 53(34/19)
131I ND
134Cs 13.3(9.0/4.3)
137Cs 15.3 (9.1/4.0)

凡例

各プロセスでの１日あたりの放射
能の移動量（Bq/d） を、
放射能濃度（Bq/kg） ×
１日あたりの流量・発生量（kg/d）
として計算し、

脱水汚泥の１日あたりの放射能の
移動量（排出量）を100とした場合
の、各プロセスの放射能の移動量
の相対値（SS/ろ液）を示す。

放射能
濃度
（Bq/kg）

（SS中に含まれる放射能濃度/
ろ液中に含まれる放射能濃度）

放射能濃度がNDの場合に
検出下限値を示した参考図

B処理場

コンポジット調査2回目（平成23年9月15-16日）

 

図資 3-3(4/6) コンポジットサンプリングによる B処理場の放射性物質の挙動調査結果 
（２回目調査。下段は放射能濃度が NDの場合に検出下限値を示した参考図） 
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流入下水

最初沈殿池

沈砂池

生物反応
タンク

最終沈殿池 消毒 放流水

生汚泥

返送汚泥

余剰汚泥

濃縮

脱水（脱水分離液）

（濃縮分離液）

返流水

①

②
③

④

⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

④ 94
131I ND
134Cs   29
137Cs  31

⑦
131I ND
134Cs 24
137Cs 30

⑧ 115
131I ND
134Cs  120
137Cs  130

⑩ (100)
131I ND
134Cs  730
137Cs  820

96
131I ND
134Cs 24
137Cs 30

C 処理場

脱水汚泥

下水処理場の放射性物質の挙動

①ND
131I ND
134Cs ND(ND/ND)
137Cs ND(ND/ND)

② 127(64/64)
131I ND
134Cs 1.1 (0.3/0.8)
137Cs 0.5 (0.5/ND)

③ND
131I ND
134Cs ND (ND/ND)
137Cs ND (ND/ND)

⑥ND
131I ND
134Cs ND (ND/ND)
137Cs ND (ND/ND)

⑨ 6(6/0)
131I ND
134Cs     1.1 (1.1/ND)
137Cs   1.1 (1.1/ND)

⑪ 1(1/0)
131I ND
134Cs 0.9 (0.9/ND)
137Cs 2.5 (1.4/1.1)

⑤
131I ND
134Cs 1.8 (1.8/ND)
137Cs 2.7 (2.7/ND)

① 53(34/19)
131I ND
134Cs 13.3(9.0/4.3)
137Cs 15.3 (9.1/4.0)

凡例

各プロセスでの１日あたりの放射
能の移動量（Bq/d） を、
放射能濃度（Bq/kg） ×
１日あたりの流量・発生量（kg/d）
として計算し、

脱水汚泥の１日あたりの放射能の
移動量（排出量）を100とした場合
の、各プロセスの放射能の移動量
の相対値（SS/ろ液）を示す。

放射能
濃度
（Bq/kg）

（SS中に含まれる放射能濃度/
ろ液中に含まれる放射能濃度）

コンポジット調査1回目（平成23年7月7-8日）

 

流入下水

最初沈殿池

沈砂池

生物反応
タンク

最終沈殿池 消毒 放流水

生汚泥

返送汚泥

余剰汚泥

濃縮

脱水（脱水分離液）

（濃縮分離液）

脱水汚泥

返流水

①

②
③

④

⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪
⑩ (100)
131I ND
134Cs  330
137Cs  340

D 処理場
下水処理場の放射性物質の挙動

⑪
8(8/ND)
131I ND
134Cs 5.9 (5.9/ND)
137Cs 6.2 (6.2/ND)

洗浄排水
ND
131I ND
134Cs ND(ND/ND)
137Cs ND(ND/ND)

① 53(34/19)
131I ND
134Cs 13.3(9.0/4.3)
137Cs 15.3 (9.1/4.0)

凡例

各プロセスでの１日あたりの放射
能の移動量（Bq/d） を、
放射能濃度（Bq/kg） ×
１日あたりの流量・発生量（kg/d）
として計算し、

脱水汚泥の１日あたりの放射能の
移動量（排出量）を100とした場合
の、各プロセスの放射能の移動量
の相対値（SS/ろ液）を示す。

放射能
濃度
（Bq/kg）

（SS中に含まれる放射能濃度/
ろ液中に含まれる放射能濃度）

コンポジット調査1回目（平成23年7月7-8日）

 
図資 3-3(5/6) コンポジットサンプリングによる下水処理場の放射性物質の挙動調査結果 

（上段：Ｃ処理場、下段：Ｄ処理場） 
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流入下水

最初沈殿池

沈砂池

生物反応
タンク

最終沈殿池 消毒 放流水

生汚泥

返送汚泥

余剰汚泥

濃縮

脱水（脱水分離液）

（濃縮分離液）

返流水

①

②
③

④

⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

④ 59
131I ND
134Cs    ND 
137Cs 5

⑦
131I ND
134Cs ND
137Cs   ND

⑧ 68
131I ND
134Cs    26
137Cs    31

⑩ (100)
131I ND
134Cs  260
137Cs      280

28
131I ND
134Cs ND
137Cs 5

脱水汚泥

E 処理場
下水処理場の放射性物質の挙動

①ND
131I ND
134Cs ND (ND/ND)
137Cs ND (ND/ND)

②ND
131I ND
134Cs ND (ND/ND)
137Cs ND (ND/ND)

③ND
131I ND
134Cs ND (ND/ND)
137Cs ND(ND/ND)

⑥ND
131I ND
134Cs ND (ND/ND)
137Cs      ND(ND/ND)

⑨ND
131I ND
134Cs ND (ND/ND)
137Cs ND (ND/ND)

⑤
131I ND
134Cs ND (ND/ND)
137Cs ND (ND/ND)

洗浄排水
ND
131I ND
134Cs ND(ND/ND)
137Cs ND(ND/ND)

⑪ 46
131I ND
134Cs ND(ND/ND)
137Cs 3.3 (0.6/2.7)

コンポジット調査1回目（平成23年7月7-8日）

① 53(34/19)
131I ND
134Cs 13.3(9.0/4.3)
137Cs 15.3 (9.1/4.0)

凡例
各プロセスでの１日あたりの放射
能の移動量（Bq/d） を、
放射能濃度（Bq/kg） ×
１日あたりの流量・発生量（kg/d）
として計算し、

脱水汚泥の１日あたりの放射能の
移動量（排出量）を100とした場合
の、各プロセスの放射能の移動量
の相対値（SS/ろ液）を示す。

放射能
濃度
（Bq/kg）

（SS中に含まれる放射能濃度/
ろ液中に含まれる放射能濃度）

 
図資 3-3(6/6) コンポジットサンプリングによる下水処理場の放射性物質の挙動調査結果 

（Ｅ処理場） 
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【参考資料４】 排気の放射能濃度の測定 

４－１ 暫定マニュアルにおける排ガス調査方法の概要 

下記に、廃棄物等の放射能調査・測定法研究会がとりまとめた「廃棄物等の放射能調査・

測定法暫定マニュアル（第１版）」に記載されている排ガス測定方法の概要を抜粋して示す。 
 
4-3 試料ガス採取装置 

 試料ガス採取装置は、排ガス中の放射性物質をフィルタによるろ過捕集、吸収瓶による液体捕

集および活性炭※1、2による吸着捕集で試料ガスを捕集する。試料ガス採取装置例を図資 4-1に

示す。 

 なお、排ガス温度が高い場合は JIS Z 8808 に規定される 2 形による採取を行うが、プローブ

からろ紙捕集部までのラインに水分が凝縮しないよう保温(あるいは水分が凝縮しない温度から

120℃程度）し、ろ紙の破損を防ぐこと。ダスト量が多い場合には適宜ろ紙を交換すること。 

 採取ろ紙は石英ろ紙を使用する。蒸留水は放射能を含まない水を使用する。活性炭は活性炭

素クロマトグラフ用を使用する。 

※1：排ガス温度が 200℃未満の場合大部分のセシウムはろ紙に捕集されるが、吸収瓶等は

バックアップとして設置する。 

※2：活性炭は、基本的にゲルマニウム半導体検出器による分析に使用する量と同量を充

填する。 

「廃棄物等の放射能調査・測定法暫定マニュアル（第１版）」より抜粋

 

図資 4-1 試料ガス採取装置概念図例 
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4-4 試料ガスの採取 

 試料ガスの採取に先立ち、以下の項目を測定する。 

 ・排ガス中の水分量の測定 

 ・ガス組成の測定（参考データとして酸素換算値が可能なように酸素濃度を記録しておく） 

 ・排ガスの流速および流量の測定 

 上記測定の結果から等速吸引条件の設定を行う。等速吸引速度は概ね 15L/min 以下とす

る。 

 試料ガスの採取時間は目的に応じて設定するが、原則として燃焼が安定している状態で 4

時間以上とする。 

採取量は検出下限濃度を担保できる量とするが、原則として 3000LN以上とする
※3、4。 

  

※3：ドレン量が分析可能な最大量である 2Lを超えないように設定する。 

※4:大部分のセシウムはばいじん部に存在するため、特にろ紙の破損が起こらないように

十分注意する。 

「廃棄物等の放射能調査・測定法暫定マニュアル（第１版）」より抜粋

 
 

10-3 各サンプルの評価すべき濃度と検出下限濃度 

対象物質 評価すべき濃度 検出下限濃度 試料必要量(U-8容器使用) 

測定時間等(セシウム 134の

場合)の事例 
Ｃｓ134 Ｃｓ137 I131 Ｃｓ134 Ｃｓ137 I131 

排ガス 

（Ｂｑ/ｍ3Ｎ） 
20 30 10 2 3 1 

検出限界値：2（Ｂｑ/ｍ3Ｎ） 

採取量：1ｍ３   時間：2000秒 

「廃棄物等の放射能調査・測定法暫定マニュアル（第１版）」より抜粋   
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４－２ 東京都における排ガス調査の概要 

表資 4-1 に、東京都における排ガス調査の結果一覧を示す。これらの調査にあたっては、
図資 4-2に示す方法により粉じん等の捕集を行っている。 

 
表資 4-1 東京都における排ガス調査結果 

施設 試料採取日

放射性 I 131 放射性 Cs 134 放射性 Cs 137 放射性 I 131 放射性 Cs 134 放射性 Cs 137

Ａ 8月18日 不検出 不検出 不検出 0.53 0.11 0.15

Ｂ 8月10日 不検出 不検出 不検出 0.24 0.16 0.12

Ｃ 7月7日 不検出 不検出 不検出 0.39 0.10 0.13

Ｄ 8月17日 不検出 不検出 不検出 0.46 0.12 0.11

Ｅ 8月25日 不検出 不検出 不検出 0.27 0.09 0.13

Ｆ 9月5日 不検出 不検出 不検出 0.26 0.12 0.13

Ｇ 8月16日 不検出 不検出 不検出 0.19 0.10 0.11

Ｈ 8月23日 不検出 不検出 不検出 0.17 0.08 0.14

Ｉ 8月13日 不検出 不検出 不検出 0.18 0.11 0.11

Ｊ 8月31日 不検出 不検出 不検出 0.20 0.11 0.13

Ｋ 7月28日 不検出 不検出 不検出 0.20 0.13 0.14

Ｌ 9月6日 不検出 不検出 不検出 0.16 0.16 0.11

単位：Bq/m3N

検　出　下　限　値測　定　結　果

 
 

 

測定点 

ガス状物質（捕捉用ろ紙） 
粉じん等固形物（捕捉用ろ紙）

煙突へ 

 
吸引ポンプ 

 
ガスメータ 

排ガス取

り出し口 

流動床焼却炉 

集塵機 
汚泥 

＜測定点拡大図＞ 

洗煙塔 
煙突 

 
図資 4-2 東京都調査における試料ガス採取装置 
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（１）使用機材 
 ① 粉じん等固形物捕捉： 

JIS Z 4601（放射ダストサンプラ）規程ろ紙、セルロース繊維、微細ガラス繊維 

型番：ＨＥ－４０Ｔ、捕集効率９９％以上 
 ② ガス状物質捕捉： 

JIS Z 4336（放射性ヨウ素サンプラ）規程ろ紙、活性炭、セルロース繊維 

型番：ＡＴＭ－４８ＭＴ、捕集効率５０％以上 
 ③ 吸引ポンプ：30Ｌ／分程度の気体を定量吸引可能なもの 
（２）採取データ 
① 採取空気量：3～4ｍ3Ｎ（30L／分程度で等速吸引） 
（３）測定条件 
① 測定機器： 

ゲルマニウム半導体分析装置 
（ORTEC社製 GMX－20195-S、CFG－LB－GMX－SV） 

 ② 測定時間： 
1,000秒 

 ③ 測定核種： 
   放射性ヨウ素 131、放射性セシウム 134、放射性セシウム 137    
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【参考資料５】 下水汚泥焼却灰等の放射性セシウム溶出試験結果 
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【参考資料６】 EGS4 コードの説明 

 
主な放射性セシウムは、Cs-137（半減期 30.17 年）と Cs-134（半減期 2.0648 年）がある。

Cs-137の崩壊に伴い、1崩壊あたり 85.1%の割合（放出率）で 662keVのガンマ線が主に放
出される。一方、Cs-134 からは、605keV（放出率 97.6%）、796keV（放出率 85.5%）、
569keV（放出率 15.4%）が主に放出される。 
 下水汚泥に含まれている放射性セシウムから放出されるガンマ線は、物質（汚泥、土壌、遮

へい構造物等）中を伝播しながら、主に、光電効果、コンプトン散乱、電子対生成等の相互作

用により、エネルギーを失ったり、運動方向が変化したりしながら、二次電子を生成していく。

二次電子もまた、物資中を伝搬しながら、電離損失によりエネルギーを失ったり、多重弾性散

乱によって運動方向が変化したりしていきながら、X 線等が放出される。このようにして電子－
光子－電子－光子とカスケード的に反応が起こって、電子、光子が増倍されていく様子を電

磁カスケードという。 
 これらの物質中の反応が起きる様子を個々に計算することができるが、電磁カスケード全体

を計算するには、これらの反応を組み合わせた計算をする必要があり、これを、できるだけ正

確に計算する場合には、疑似乱数を用いたモンテカルロ法による計算が使われる。 
EGS4 コードは、モンテカルロ法により電磁カスケード放射線輸送計算ができるコンピュータ
プログラムであり、上記のモデルを考慮した計算が可能である。 
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【参考資料７】追加被ばく線量年間１ミリシーベルトの考え方 

 
（別添２）

追加被ばく線量年間１ミリシーベルトの考え方 
 
追加被ばく線量は、空間線量の測定により確認することができ、追加被ばく線量年間１ミリ

シーベルトは、一時間当たりの空間線量（航空機モニタリング等の NaI シンチレーション式
サーベイメーターによる）に換算すると、毎時 0.23 マイクロシーベルトにあたる。 
その考え方は、以下のとおり。 

 
追加被ばく線量の考え方 
① 事故とは関係なく、自然界の放射線が元々存在し、大地からの放射線は毎時 0.04 マイ
クロシーベルト、宇宙からの放射線は毎時 0.03 マイクロシーベルトである。 

 
※大地からの放射線、宇宙からの放射線はそれぞれ年間 0.38 ミリシーベルト、年間 0.29
ミリシーベルト（文部科学省「学校において受ける線量の計算方法について」（平成 23 
年 8 月 26 日））であり、これを一時間当たりに換算（24 時間 ×365 日で割る）した
数値 

 
② 追加被ばく線量年間１ミリシーベルトを、一時間当たりに換算すると、毎時 0.19 マイクロ
シーベルトと考えられる。（１日のうち屋外に８時間、屋内（遮へい効果（0.4 倍）のある木
造家屋）に 16 時間滞在するという生活パターンを仮定） 

 
※毎時 0.19 マイクロシーベルト × （８時間 ＋ 0.4 × 16 時間） × 365 日 
＝ 年間１ミリシーベルト 

 
③ 航空機モニタリング等の NaI シンチレーション式サーベイメーターによる空間線量の測
定では、事故による追加被ばく線量に加え、自然界からの放射線のうち、大地からの放射

線分が測定されるため、 
0.19 ＋ 0.04 ＝ 毎時 0.23 マイクロシーベルト 

が、追加被ばく線量年間１ミリシーベルトにあたる。 
 
※通常の NaI シンチレーション式サーベイメーターでは宇宙からの放射線はほとんど測
定されない 

※航空機モニタリングに使用する検出器では宇宙からの放射線も検出するが、その分は差

し引かれている 
（出典）災害廃棄物安全検討会・環境回復検討会 第１回合同検討会、環境省、平成 23年１０月 1０日 
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【参考資料８】放射線遮へいによる線量評価結果（第４章 表 4-1 の添付図） 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
0c
m

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
1c
m

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
5c
m

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
10
cm

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
20
cm

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
30
cm

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
40
cm

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
50
cm

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
60
cm

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
70
cm

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
80
cm

脱
水
汚
泥
表
面
か
ら
の
距
離
[c
m
]

0.1μSv/h未満

0.1μSv/h以上

1μSv/h以上

5μSv/h以上

20μSv/h以上
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図資 8-1(a) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 

（放射能濃度10万Bq/kg、保管物の形状はケース１（フレコン１個）、コンクリートでの遮へいの場合） 
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図資 8-1(b) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース１（フレコン１個）、鉄材での遮へいの場合） 
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図資 8-1(c) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース２（フレコン５個 x方向）、 

コンクリートでの遮へいの場合） 
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図資 8-1 (d) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度10万Bq/kg、保管物の形状はケース２（フレコン５個 x方向）、鉄材での遮へいの場合） 
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図資 8-1 (e) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 

（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース２（フレコン５個 y方向）、 
コンクリートでの遮へいの場合） 
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図資 8-1 (f) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 

（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース２（フレコン５個 y方向）、 
鉄材での遮へいの場合） 
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図資 8-1 (g) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 

（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース３（ドラム缶 1個）、 
コンクリートでの遮へいの場合） 
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図資 8-1 (h) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース３（ドラム缶 1個）、鉄材での遮へいの場合） 

 



資 48 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
0c
m

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
1c
m

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
5c
m

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
10
cm

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
20
cm

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
30
cm

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
40
cm

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
50
cm

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
60
cm

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
70
cm

コ
ン
ク
リ
ー
ト厚
80
cm

脱
水
汚
泥
表
面
か
ら
の
距
離
[c
m
]

0.1μSv/h未満

0.1μSv/h以上

1μSv/h以上

5μSv/h以上

20μSv/h以上

遮へい体

図資 8-1 (i) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m x方向）、 

コンクリートでの遮へいの場合） 
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図資 8-1 (j) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m x方向）、 

鉄材での遮へいの場合） 
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図資 8-1 (k) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m y方向）、 

コンクリートでの遮へいの場合） 
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図資 8-1 (l) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m y方向）、 

鉄材での遮へいの場合） 
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図資 8-1 (m) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 1万 Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m x方向）、コンクリ

ートでの遮へいの場合） 
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図資 8-1 (n) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 1万Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m x方向）、鉄材での

遮へいの場合） 
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図資 8-1 (o) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 1万 Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m y方向）、コンクリ

ートでの遮へいの場合） 
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図資 8-1 (p) 脱水汚泥（含水率 80%、密度 0.66g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 1万Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m y方向）、鉄材での

遮へいの場合） 
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図資 8-2 (a) 加湿焼却灰（含水率 30%、密度 0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度10万Bq/kg、保管物の形状はケース１（フレコン１個）、コンクリートでの遮へいの場合） 
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図資 8-2 (b)加湿焼却灰（含水率 30%、密度 0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース１（フレコン１個）、鉄材での遮へいの場合） 
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図資 8-2 (c) 加湿焼却灰（含水率30%、密度0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース２（フレコン５個 x方向）、 

コンクリートでの遮へいの場合） 
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図資 8-2 (d)加湿焼却灰（含水率 30%、密度 0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度10万Bq/kg、保管物の形状はケース２（フレコン５個 x方向）、鉄材での遮へいの場合） 
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図資8-2 (e) 加湿焼却灰（含水率30%、密度0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 

（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース２（フレコン５個 y方向）、 
コンクリートでの遮へいの場合） 
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図資 8-2 (f) 加湿焼却灰（含水率 30%、密度 0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度10万Bq/kg、保管物の形状はケース２（フレコン５個 y方向）、鉄材での遮へいの場合） 
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図資8-2 (g) 加湿焼却灰（含水率30%、密度0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース３（ドラム缶 1個）、コンクリートでの遮へいの場合） 
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図資 8-2 (h)加湿焼却灰（含水率 30%、密度 0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース３（ドラム缶 1個）、鉄材での遮へいの場合） 
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図資 8-2 (i) 加湿焼却灰（含水率 30%、密度 0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m x方向）、 

コンクリートでの遮へいの場合） 
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図資 8-2 (j) 加湿焼却灰（含水率 30%、密度 0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m x方向）、 

鉄材での遮へいの場合） 
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図資 8-2 (k) 加湿焼却灰（含水率 30%、密度 0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m y方向）、 

コンクリートでの遮へいの場合） 
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図資 8-2 (l) 加湿焼却灰（含水率 30%、密度 0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 10万 Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m y方向）、 

鉄材での遮へいの場合） 
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図資 8-2 (m) 加湿焼却灰（含水率 30%、密度 0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 1万 Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m x方向）、コンクリ

ートでの遮へいの場合） 
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図資 8-2 (n)加湿焼却灰（含水率 30%、密度 0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 1万Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m x方向）、鉄材での

遮へいの場合） 
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図資8-2 (o) 加湿焼却灰（含水率30%、密度0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 1万 Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m y方向）、コンクリ

ートでの遮へいの場合） 
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図資 8-2 (p)加湿焼却灰（含水率 30%、密度 0.5646g/cm3）を保管した場合の線量評価結果 
（放射能濃度 1万 Bq/kg、保管物の形状はケース４（フレコン集積 2m×50m×2m y方向）、 

鉄材での遮へいの場合） 
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【参考資料９】平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力

発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措

置法 関連資料 
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